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費　目                     決算額

市税 183億9,843万

地方交付税 161億4,137万

国庫支出金 150億9,691万

市債   60億8,780万

県支出金   38億7,892万

地方消費税交付金   22億9,290万

財産収入   22億3,661万

諸収入   22億3,529万

国有提供施設等所在市助成交付金   20億9,678万

繰越金   19億3,697万

その他   34億1,243万

合計 738億1,441万

　決算額

738億
1,441万

市税（24.9%）

地方交付税（21.9%）

国庫支出金（20.5%）

市債（8.2%）

国有提供施設等
所在市助成交付金（2.8%）

地方消費税交付金（3.1%）

その他（4.7%）繰越金（2.6%）

諸収入（3.0%）

会計名 歳入決算額 歳出決算額 差引額

特定地域生活排水処理事業      5,569万      5,565万      4万

周東食肉センター事業      7,185万      7,185万      0万

観光施設運営事業 1億2,744万 1億2,744万       0万

錦帯橋管理 2億7,089万 2億5,090万  1,999万

市場事業 4億1,952万 4億  295万  1,657万

駐車場事業      1,987万      1,987万       0万
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市税の納付総額は183億9,842万7,554円で、市民１人当たりに換算すると13万

4,145円、１世帯当たりでは27万8,997円を納めていただいたことになります

財産収入（3.0%）

県支出金（5.3%）



2017.11.17

費　目      決算額 市民１人当たり 経費の内容

民生費 218億2,435万  15万9,124 児童・高齢者・障害者福祉などの経費

総務費 116億4,274万    8万4,889 庁舎管理・徴税・選挙などの経費

土木費   95億5,536万    6万9,669 道路・公園・河川整備などの経費

公債費   85億3,628万    6万2,239 市債の元金や利子などの返還金

衛生費   72億  398万    5万2,525 ごみ・し尿処理や健康推進などの経費

教育費  62億4,166万    4万5,509 小中学校・幼稚園教育などの経費

消防費   24億4,434万    1万7,822 消防・救急・防災などの経費

農林水産業費   14億4,112万    1万  507 農林水産業の振興や農林道の整備などの経費

諸支出金   11億8,503万        8,640 土地の購入などの経費

商工費    8億  396万        5,862 商工業の振興や観光事業などの経費

その他   10億4,450万        7,616 議会の運営や災害復旧などの経費

合計 719億2,332万                                                                                                      52万4,402

一般会計決算の歳出総額は719億2,331万9,978円で、市民１人当たりに換算すると52万4,402円、

１世帯当たりでは109万656円が使われたことになります

会計名  歳入決算額  歳出決算額    差引額

土地取得事業    2億3,702万    2億3,702万           0万

後期高齢者医療   23億4,058万   22億6,587万      7,471万

国民健康保険 201億6,291万 194億5,029万 7億1,262万

介護保険 137億9,934万 135億5,530万 2億4,404万

簡易水道事業    2億9,673万    2億9,664万           9万

農業集落排水事業    2億  211万    2億  200万          11万

○市民会館改修事業

○総合支所等整備事業

○市立小・中学校空調設備整備事業

○排水施設整備事業

○臨時福祉給付金等給付事業

○介護・訓練等給付費

○子ども・子育て支援施設型給付費

○ごみ焼却施設建設事業

○楠中津線改良事業

○多目的広場・防災センター整備事業

○岩国駅周辺整備事業

○防災行政無線整備事業

○玖珂小学校校舎建設事業

○（仮称）玖珂・周東学校給食センター建設事業

平成28年度に実施した主な事業

　決算額

719億
2,332万

民生費（30.3%）

総務費（16.2%）

土木費（13.3%）

公債費（11.9%）

衛生費（10.0%）

教育費（8.7%）

消防費（3.4%）

農林水産業費（2.0%）

諸支出金（1.6%） 商工費（1.1%） その他（1.5%）

平成28年度決算

一般会計決算状況 ( 単位　円）

特別会計決算状況 ( 単位　円）
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平成28年度決算

公営企業会計の名称 本市の比率 経営健全化基準

簡易水道事業

全会計において

資金不足額なし
20.0%

農業集落排水事業

特定地域生活排水処理事業

周東食肉センター事業

観光施設運営事業

錦帯橋管理

市場事業

水道事業

工業用水道事業

病院事業

下水道事業

健全化判断比率の指標 本市の比率 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率

実質赤字額なし 11.55% 20.0%

②連結実質赤字比率

連結実質赤字額なし 16.55% 30.0%

③実質公債費比率（３カ年平均）

8.9% 25.0% 35.0%

④将来負担比率

11.8% 350.0%

一般会計などを対象とした実質赤字の標準財政

規模に対する比率。高いほど財政運営が厳しい

ものとなります

全会計を対象とした実質赤字（または資金の不

足額）の標準財政規模の額に対する比率。高い

ほど財政運営が厳しいものとなります

一般会計などが将来負担する元利償還金および

準元利償還金の標準財政規模に対する比率。高

いほど資金繰りが厳しいものとなります

一般会計などが将来負担すべき実質的な負債の

標準財政規模に対する比率。高いほど将来の財

政が圧迫されます

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という）によって「健全化判断比率」と

各公営企業の「資金不足比率」を公表することが義務付けられています。

　財政健全化法は「早期健全化」と「財政再生」の２段階で財政悪化をチェックするとともに、特別会計や企

業会計も併せた連結決算により財政状況を明らかにしようとするものです。

健全化判断比率

　健全化判断比率の４つの指標のうち、１つでも早期健全化基準を超えた場合は財政健全化計画を、財政再生

基準を超えた場合は財政再生計画を策定することが義務付けられています。

　本市はいずれの比率も基準を下回っています。　

　市債とは、道路や学校などの公共施設を整備するために、国などから借り入れる長期借入金です。

519億12万円（一般会計）　+　30億2,155万円（特別会計）　＝　549億2,167万円（市債合計）

市債残高

健全化判断比率と資金不足比率

資金不足比率

　公営企業ごとの事業規模に対する

資金の不足額の比率です。

　本市は11会計全てにおいて、資

金不足は生じていません。

公営企業

　水の供給や下水の処理、医療の提

供など地域住民の生活や地域の発展

に不可欠なサービスを行うために地

方公共団体が経営する企業活動の総

称。



2017.11.19

費　目      予算額 　支出済額

民生費 229億7,687万   83億6,424万

総務費 140億1,175万   35億8,644万

衛生費 118億3,239万   18億5,750万

土木費 112億1,191万   39億1,543万

教育費   57億8,636万   24億8,110万

公債費   57億7,304万   23億5,887万

消防費   30億5,749万   16億  969万

農林水産業費   24億6,541万     4億7,474万

諸支出金   13億3,616万   10億4,432万

商工費   10億2,247万     3億7,022万

その他   10億9,523万     3億9,145万

合計 805億6,908万 264億5,400万

費　目      予算額    収入済額

国庫支出金 198億6,708万   32億6,303万

市税 181億6,300万 108億  918万

地方交付税 143億7,460万   97億5,363万

市債   98億2,090万           600万

県支出金   50億2,043万     5億2,415万

繰入金   24億3,263万               0万

地方消費税交付金   21億6,100万   13億2,570万

国有提供施設等

所在市助成交付金
  20億9,700万               0万

諸収入   19億7,143万     5億5,521万

繰越金   18億9,109万   18億9,109万

その他   27億6,992万   10億9,777万

合計 805億6,908万  292億2,576万

会計名 　  予算額     収入済額    支出済額

土地取得事業    6億  100万         7,632万        4,716万

後期高齢者医療   25億  470万    8億2,028万    7億5,442万

国民健康保険 206億6,971万   79億9,196万   82億6,094万

介護保険 148億7,913万   59億3,191万   57億5,041万

簡易水道事業    2億  570万             70万         4,209万

農業集落排水事業    2億  740万         2,098万         7,944万

特定地域生活排水処理事業         7,216万           526万         2,672万

周東食肉センター事業         7,900万           966万         3,334万

観光施設運営事業         3,180万           153万           165万

錦帯橋管理    5億4,529万    1億2,257万         6,252万

市場事業    7億  187万         8,618万         8,802万

駐車場事業         5,020万           102万           252万

合計 405億4,796万 150億6,837万 151億4,923万

平成29年度予算執行状況

市有財産の状況

一時借入金                          0円

市債の現在額

市民１人当たり

土地　　　　　　 52,814,524㎡

建物　　　　　　　  749,215㎡

基金　　　　　212億5,210万円

債権その他　　 38億8,164万円

一般会計　　　　　497億5,635万円

特別会計　　　　　  29億3,747万円

合　　計　　　　　526億9,382万円　　　

市税負担　　　　　　　  132,534円　　

支出予算　　　　　　　  587,907円　

（平成29年9月30日現在）

一般会計執行状況 ( 単位　円）

特別会計執行状況 ( 単位　円）

その他


